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研究要旨  

全国：各都道府県における普及啓発活動の推進し、普及啓発資材の利活用の推進と新たな開発を

行った。 
研究班で作成した啓発資材「腎臓で後悔したくないあなたへ」「もし腎臓が働かなくなったら」

を増刷し、外来での配布、関連施設への配布を行った。 
CKD対策の推進に資する各種講演を全国各地で行った。 

 

北北海道ブロック：旭川市と連携し、CKD と特定健診受診の重要性を示した広告をフリーペーパ

ーに掲載した。CKD 重症化予防のために、国民の慢性腎臓病／CKD の認知度を上げ、さらに CKD

の重要性の理解が深まるよう、今後も継続した CKD 普及啓発活動が必要である。 

 

南北海道ブロック：本ブロックは札幌、道南、胆振、十勝、釧路、北見エリアをカバーする。そ

れぞれのエリアにリーダーを置き、エリアの状況に応じた CKD対策を行っている。コロナ禍では

できなかった、対面での患者向け講演会や医師・メディカルスタッフに対する啓蒙啓発講演を行

った。また、世界腎臓デーには広く腎臓病の大切さを知ってもらえるようさっぽろテレビ塔を緑

色に点灯した。 

 

東北ブロック：ブロック内各県において対面、ハイブリッドなどの形式の公開講座、講演等によ

り一般市民、患者、医療スタッフ、かかりつけ医に対して、行政と協働した普及啓発活動を展開

した。 

 

北陸ブロック: 新潟県、富山県、石川県、福井県からなる北陸ブロックでは、各県単位で CKD啓

発および対策が推進され、それらの活動内容はブロック内で共有された。また課題となっている

若い世代へのリーチ活動として、高校生や中学生の CKD認知度を調査した。 
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北関東ブロック：新型コロナウィルス感染の５類移行に伴い、各地で積極的な市民公開講座を中

心とした啓発活動が行われた。 

 

東京ブロック：目黒区で CKDに関する区民公開講座を実施した。講座後の参加者へのアンケート

の結果、CKDリテラシーの向上に十分な効果があったと考えられる。 

 

南関東ブロック：受診勧奨用のリーフレットの作成や県民を対象とした医療講演会・相談会を開

催した。  

 

近畿ブロック：大阪府の各市町村における特定健康診査実施率および特定保健指導実施率を調査

したところ、保健指導実施率に大きな違いが認められた。特定保健指導は健診後の医療機関受診

に関係するだけでなく、府民の行動変容継続にも影響があり、保健指導の有用性が明らかとなっ

た。 

 

中国ブロック：感染対策に十分配慮しながら各県それぞれで普及啓発を行った。特に 3月第 2木

曜は世界腎臓デーであり普及啓発イベントを活発に行った。 

 

四国ブロック：四国各県において啓発イベント等は新型コロナウイルス感染対策の面で計画通り

には実施できなかったが、高知県においては、R6年 3月 14日に CKD啓発講演会を対面+Web開催

で行った。香川県においては 3月 10日に CKD啓発街頭キャンペーンをおこなった。 

 

九州・沖縄ブロック：2024 年 3 月 14 日に CKD 対策推進研究会 in 九州を web にて開催し

た。九州全土から保健師、栄養士、医師等、多職種の方々にご参集いただき様々な CKD に対す

る取り組みが発表なされた。筑後地区においても、久留米市役所にて 12 月 6 日に久留米市にお

ける CKD 対策推進研究会を開催した。市民公開講座として CKD をより多くの住民に知っても

らうための講演と、新聞への掲載を行なった。住民にも積極的に CKD 啓発を行い、CKD 認知

度がかなり上昇した。今後も市町村とも連携し、CKD 対策、透析導入阻止に向けた CKD 普及

啓発活動が隅々まで行き届くよう、取り組んでいく所存である。 

 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域

における診療連携体制構築を介した医療への貢

献（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策

研究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学

会、そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の

日本全国 47都道府県を網羅するネットワーク

と連携し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた

CKD対策の社会実装を推進する。具体的には各

都道府県における CKD対策を経年的にプロセ

ス・アウトカム評価し、改善点を検討して PDCA

サイクルを回し、また CKD診療連携体制の好事

例（定点観測地域など）を積極的に横展開する

ことで、全国レベルでの CKD対策を推進するこ

とを目的とする。これにより CKD重症化を予防

して新規透析導入患者数を減少させ、さらに

CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含む）の

QOLの維持向上を図る。 

特に普及、啓発の柱では、 

（1）CKD対策部会の各ブロック長（分担研究者）・

各都道府県幹事（研究協力者）による腎臓専門

医、かかりつけ医、行政と連携した普及啓発活

動の推進 

（2）普及啓発資材の利活用の推進と新たな開発 

これまでに作成された資材の有効利用を推進

し、また必要に応じて新たに作成する。 

 

Ｂ．研究方法 

全国： 

１）CKD普及啓発活動の推進 

各都道府県責任者を中心に、行政と連携した

CKD普及啓発活動を実施し、年度末ごとに実施状

況をモニタリングする。CKD認知度は定期的に調

査して公開し、年度ごとに更新する。 

２）普及啓発資材の活用と新たな展開 

これまでに作成された資材の活用を促進する。

またその効果に応じて、新たな開発を行う。 

 

北北海道ブロック：旭川市と連携し、CKDと特定

健診受診の重要性を住民に周知する。 
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南北海道ブロック：一般的 CKDだけでなく、難

病に指定されている患者向けの講演会を行う。 

 

東北ブロック：各県において対面、ハイブリッド

などの形式の公開講座、講演等により幅広い対

象（一般市民、患者、医療スタッフ、かかりつけ

医）に対して、普及啓発活動を展開する。 

 

北陸ブロック: 課題となっている若い世代への

啓発として、高校生・中学生を対象とした CKD認

知度調査を実施する。 

 

北関東ブロック：Covid19感染症が５類に移行す

ることで、北関東各県での市民公開講座の開催

が各地で人数制限を緩和し、会場での様々な工

夫の上で開催する。 

Beans を CKD 診療ガイドライン２０２３の更

新に合わせ、内容の修正を行い、本研究の経費を

基に印刷を行い、各県の主要施設に配布する。 

 

東京ブロック：CKD 診療におけるチーム医療（多

職種連携）を主なテーマにした目黒区区民講座

（慢性腎臓病 CKD を予防しよう！）を開催する。

効果判定等を目的として参加者へのアンケート

調査を実施する。 
 

南関東ブロック：CKD啓発用のリーフレットを作

成する。県民対象の講演会・相談会を開催する。 

 

東海ブロック：東海地区各県の代表者を中心に、

各県ごとに県民および市民公開講座を開催する。 

 

中国ブロック：岡山県では、感染に十分配慮した

形で、①啓発イベントと②CKD 県民公開講座を

行う。 
 

九州・沖縄ブロック：CKD 普及啓発活動が、透

析導入阻止に如何に効果を発揮するかについて、

久留米市とともに透析導入患者数などのデータ

解析を行なう。さらに九州全土と久留米地区に

おいて、保健師、栄養士、医師等の多職種により、

各県からどのように現在の CKD 普及啓発が進

んでいるか検討を行なう。加えて久留米市内の

校区を医師、保健師、かかりつけ医と協力してイ

ベントに参加する。浮羽市、筑前町において、保

健師とともに 3 歳児健診における母親への CKD
啓発を行なう。 

 

（倫理面への配慮） 

特に問題はない。 

 

 

C.研究結果 

全国： 

１）CKD普及啓発活動の推進 
日本腎臓病協会と連携し、2023 年度には全国で

CKD普及啓発のイベントを 148回開催した。コロナ

禍で減少したイベント数は段階的に回復しており、

2023 年度はコロナ禍以前のレベルより多い頻度で

あった。各地の具体的な取り組みを CKD 対策支援

データベースに収納し、公開した。 

さらに民間企業とのコラボレーションで新た

なチャネルから CKD普及啓発に取り組んだ。 

 
 

その結果、60 歳代以上の CKD 疾患認知度は高め

であったが、20～50 歳代の CKD 疾患認知度が経

時的に上昇傾向を示している。 

 
協和キリン・日本腎臓病協会による慢性腎臓病

（CKD）認知度に関する全国アンケート調査

（2023 年度のみアンケート様式の変更があり、

各世代とも知っているの回答率が低下している） 

 

２）普及啓発資材の活用と新たな展開 

未病、有リスク者への啓発資材を作成し、研究

班ホームページでダウンロード可能なファイル

として公開し、利活用を促進した。 
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未病者用の CKD啓発資材 

 

 

 

 

 
有リスク者への啓発資材 

 

北北海道ブロック：旭川市と連携し、CKDと特定

健診受診の重要性を示した広告をフリーペーパ

ーに掲載した。 

 
https://www.liner.jp/freepaper/20231205/in

dex.html#page=3 

 

南北海道ブロック：当ブロックは、札幌、道南、

胆振、十勝、釧路、北見エリアからなり、各エリ

アにてエリアの状況に見合った啓発のための講

演会を行った。7月には毎年行っている、北北海

道のエリア代表も集まって行う、行政、医師会、

薬剤師、保健師などの多職種も参加した大規模

な CKD 対策講演会を行い、情報共有及び成果の

共有を行った。患者向けの講演会に関しては、対

面で北海道保健福祉部案健康安全局地域保健課

と協力し開催した。また、短い CKD啓蒙の動画撮

影を行い、道庁から動画配信を行った。 

今年度は CKD のみならず、難病患者向けの講

演会も積極的に行った。2023年 10月 7日には北

海道大学病院臨床大講堂にて第 5 回多発性嚢胞

腎の会を開催し、130名程度の参加があった。こ

の会は、北見赤十字病院と Webでつなぎ、オホー

ツクエリアの患者も 20名程度参加していただい

https://www.liner.jp/freepaper/20231205/index.html#page=3
https://www.liner.jp/freepaper/20231205/index.html#page=3
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た。 

また、札幌市難病医療相談会では IgA腎症、多

発性嚢胞腎、一次性ネフローゼ症候群について

の動画を撮影し、Webで配信を行った。世界腎臓

デーにはさっぽろテレビ塔を緑色に点灯し、メ

ディアに CKD 啓蒙のパンフレットを配布し、腎

臓の大切さが広まるように活動した。 

 

東北ブロック：各県で日本腎臓病協会の共催ま

たは後援のもと次の活動が実施された。 

• 「肝腎要の慢性腎臓病予防教室（対面）」    

（令和 5年 6月 24日、岩手県矢巾町） 

• 「元気で長生き!慢性腎臓病予防セミナ

ー（ハイブリッド）」（令和 5年 8月 5日、

岩手県盛岡市） 

• 「第 16回腎臓病フォーラム（対面）」（令

和 5年 8 月 27日、宮城県仙台市） 

• 「2023 年奥州市民公開講座（対面）※」     

（令和 5年 10月 15日、岩手県奥州市） 

（※は行政からの登壇あり．開催順） 

 

北陸ブロック: CKD 啓発活動は各県で活発に行

われた。市民公開講座の開催、CKD 啓発のため

のパンフレット配布、横断幕・懸垂幕の掲示、か

かりつけ医と専門医の連携強化のためのセミナ

ー、腎臓病療養指導士の勉強会などが各県で積

極的に行われた。高校生・中学生の腎臓や CKD
に対する認識は低いことが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
市民公開セミナーin 新潟 (2023年11月18日)  
新潟・新発田・長岡・魚沼・佐渡・上越にて 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
CKD啓発懸垂幕掲載：新潟市役所 (2024年2月29日
〜2024年3月13日) 
 

北関東ブロック：令和５年度には市民公開講座

を各県で複数回開催できた。 

Beans は各県代表間で内容の再確認を行い修

正の上、各県 1000部の冊子体を病院等にて配布

した。 

 

東京ブロック：CKD 診療におけるチーム医療（多

職種連携）を主なテーマにした目黒区区民講座

（慢性腎臓病 CKD を予防しよう！）を、2024 年

2 月 4 日、目黒区役所大会議室にて開催した。各

職種からの 6 セッションと Q&A コーナーを含

めた 2 時間半の講座の後に、効果判定等を目的

として参加者へのアンケート調査を実施した。

参加者のうち、78 名から回答が得られた。「本日

の区民公開講座は何で知りましたか（複数回答

可）」の回答は、最多は区報（29 名）、以下、か

かりつけ医にあった案内状（17 名）、ホームペー

ジ・SNS 等（16 名）であった。「本日の講座をき

いて当てはまるもの（複数回答可）」の回答では、

最多は減塩に取組もうと思った（52 名）、以下、

検査結果を見直そうと思った（28 名）、運動しよ

うと思った（28 名）、持病の治療を続けようと思

った（20 名）、健診や人間ドックを受けようと思

った（10 名）、受診勧奨に従おうと思った（9 名）

であった。「腎臓に悪い影響を与えるものは何で

しょうか（複数回答可）」の回答では、過剰な塩

分摂取（74 名）、糖尿病（69 名）、高血圧（68 名）、

肥満（63 名）、喫煙（60 名）、高コレステロール

（49 名）などが多かった。  

 

南関東ブロック：千葉県では、行動変容のための

ヘルスコミュニケーション学の専門家と協同し、
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住人向け受診勧奨から受診行動への行動変容を

促すリーフレットを千葉県庁健康づくり支援課

とともに作成した。約 5 万枚の印刷を予定して

おり、今後健診施設を中心に県庁から配布予定

である。来年度はさらに健診施設への配布とと

もに医療機関への配布も行い、未診断の CKD 症

例の撲滅を目指し、地域住人への周知を図って

いく。 

 

神奈川県では、CKDの予防、重症化防⽌の知

識を県⺠に普及啓発することを⽬的として、医

療講演会及び相談会を特定⾮営利活動法⼈神奈

川県腎友会に委託し、令和５年度内に２回開催

した。 

 

東海ブロック：愛知県では、朝日新聞誌上に 2024

年 3月に 2回に分けて、「たとえ軽度でも命に関

わるリスクが増す。それが「慢性腎臓病」」と題

した慢性腎臓病の概説と医師、理学療法士を含

めた慢性腎臓病に関する座談会を掲載した。ま

た、世界腎臓 Dayにはデザインホールにて 300人

規模の講演会を開催した。三重県では、慢性腎臓

病対策県民公開講座を「小さな腎臓があなたの

健康を守る」と題し、亀山市文化会館大ホールに

て開催され、400 人の参加があった。そのほか、

静岡県、岐阜県においても各県の代表を中心に

５人に 1 人の割合で存在すると言われる慢性腎

臓病の危険性やその対策を生活習慣の見直しか

ら、かかりつけ医あるいは専門科への受診に至

るまでを啓蒙した。 

 

中国ブロック： 

① 今年度は、例年とは異なる場所でのイベ

ントとした。啓発イベントとして、CKD に関す

るチラシ（下図）やノベルティグッズの配布（600
部）、CKD 啓発動画の放映などを行った。 

 

 

結果としては、昨年までとは通り過ぎる人の

流れが変わることにより、例年とは異なる行動

パターンの一般市民への啓発が達成できた。ノ

ベルティグッズとして今年度は CKD カレンダ

ー、除菌ウェットティッシュとボールペンを作

成し配布したところ、これらに掲載されている

二次元バーコードを通じて CKD クイズに挑戦

し回答した方がイベント当日に 17 名いた。 
②COVID19 パンデミック後初めて現地開催単

独で CKD 県民公開講座を行った。現地参加者が

167 名と昨年より倍増し、ほぼ COVID19 パン

デミック前と同水準まで回復していた。 
③岡山市役所、市内デパートで懸垂幕の掲出を

行った。今年度は新たに新見市へ懸垂幕を作成

した。その結果、岡山県内には７つの懸垂幕を掲

出することができた（岡山県庁、岡山市役所、津

山市役所、笠岡市役所、美作市役所、新見市役所、

および市内デパート）。また岡山県内 27 市町村

すべてにロールアップバナーを配布した。岡山

駅前や岡山市内各区役所などでデジタルサイネ

ージに動画を放映した。ポスターの配布は、医療

機関と、昨年に引き続き県薬剤師会へ配布した。

県薬剤師会ではPDFによるポスター配布希望で

あった。昨年作成したのぼりは、各保健所、市町

村役場、病院やクリニックなどにて今年も掲出

いただいた。 
 

四国ブロック：四国各県において啓発イベント等

は新型コロナウイルス感染対策の面で計画通り

には実施できなかったが、高知県においては、R6

年 3月 14日に CKD啓発講演会を対面+Web開催で

行った。香川県においては 3月 10日に CKD啓発

街頭キャンペーンをおこなった。 

 

九州・沖縄ブロック：それぞれの地区において、

昨年同様、様々な取り組みが行われていること

が明らかとなった。やはり糖尿病性腎症重症化
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予防を基盤として活動を行っているが、我々は

CKD重症化予防に率先して取り組んでいたこと

は先進的であると思われる。現に、久留米市の透

析患者数は減少していることが報告された。 
久留米校区のイベント等の試みにより市民約

7000 人に対して CKD 普及活動を行い、6000 人

ほどが CKD に対する知識を獲得していること

が明らかとなった。3 歳児健診における母親への

CKD 啓発介入については、現在データベースを

構築中である。 
また以下のイベントを開催した。 

・熊本市行政区（中央、東、西、南、北）各地域

における子供とその親世代を対象とした啓発イ

ベント 

・上記啓発イベントへの腎臓病療養指導士の参

画 

・市内小学校児童へ配布する広報誌への CKD 啓

発記事掲載（CKDシール周知も含めて） 

・LINEでの情報発信 

・市政だよりへの記事掲載 

・熊本市中心市街地大型モニターでの JKA 啓発

ビデオ放映 

・益城町との共同による市外地区での啓発活動

と腎臓病療養指導士参画 

・生涯教育団体所属ラジオコメンテータ―、パー

ソナリティーと桒原、腎臓病療養指導士との共

演による CKD啓発ラジオ番組放送 

 

 

D.考察 

北北海道ブロック：テレビや新聞といったマス

メディアを積極的に活用した啓発手段が有用と

思われた。 

 

南北海道ブロック：北海道は健診を受ける一般

市民の割合が低いため、健診を受けていただけ

るように活動を行う。 

 

東北ブロック：対面型の市民公開講座が復活す

るとともに、従来、医療サイド主導であった共催

団体に行政が入るなど、行政が CKD 対策へ積極

的に関与する機運の醸成が進んできていると考

えられる。 

 

北陸ブロック:CKD 啓発活動は活発に行われてい

る。この情報の共有も効果が上がっていると考

える。一方で、一般市民における CKD認知度は、

改善の余地がある。特に若年〜壮年の世代への

効果的な働きかけについては、SNS等の活用など

新たな取り組みが求められる。 

 

北関東ブロック：COVID-19 感染後で平常時に一

段近づける形での開催が可能となった。 

 

東京ブロック：市民公開講座を実施する場合には、

開催通知の方法が重要と考えられる。昨年度は、

新聞の折込チラシで周知したが、今年度はその

かわりに行なった区報や、かかりつけ医と連携

した通知等が効果的という結果であった。参加

者は高齢者が多かったが、ホームページ・SNSも

一定の効果があった。さらに、行政や医師会との

接点が生じたことも、これらの方法のメリット

と考えられる。 

2 時間半という比較的長時間の講座ではあっ

たが、減塩の重要性や、糖尿病や高血圧がリスク

となること等、CKDリテラシーの向上に十分な効

果があったと考えられる。今後は、さらに効率

的・効果的で、より計画的な啓発活動の実施が期

待される。 

 

南関東ブロック：神奈川県では世界腎臓デーに合

わせて県のたよりで CKD 関連の広報を行ってお

り、今後は県民向けリーフレットの作成やラジオ

を通した広報なども積極的に活用していく。他県

でも横展開を目指す必要がある。 

 

中国ブロック：アフターコロナ時代の普及啓発と

して、対面での情報共有の意義を再確認した。や

はり同時間に同場所で情報を共有するというこ

とが、一般市民の方々にとって CKD の理解を深

める大きなきっかけとなることがわかった。一

方で、新聞や TVなどの従来の方法、さらには DX

や SNS などを活用する方法など、様々な手段で

啓発することが可能であり、これらの継続した

活用は重要である。あらゆる年齢層において、情

報源・手段は異なっており、SNSや動画をより活

用する世代もあれば新聞や TVを情報収集の主メ

ディアとする世代もある。ライフスタイルによ

って情報収集の形態も多様化しており、普及啓

発の在り方も多様化するべきであると考えられ

た。 

 

九州・沖縄ブロック：保健師等の多職種へのCKD
啓発活動はかなり普及しており、久留米市の透

析患者数が減少していることから、我々の CKD
啓発活動が徐々に実を結んでいるものと考える。

CKDの普及に関しては特定健診の患者のみなら

ず、一般住民を対象とした CKD 発症予防が重要

と考えており、我々の啓発活動を拡大すること

により、さらなる透析導入数減少に期待したい。 
また各地域での CKD 対策推進により、実地医家

および一般市民に対する CKD 普及啓発傾向が進
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んでいるが、やや地域における不均一性がみら

れ、より一貫した対策が望まれる。 

 

 

E.結論 

北北海道ブロック：CKD重症化予防のために、国

民の慢性腎臓病／CKD の認知度を上げ、さらに

CKDの重要性の理解が深まるように、今後も継続

した CKD 普及啓発活動が必要である。 

 

東北ブロック：行政と協働した対面型を中心と

した啓蒙活動が展開された。 

 

 

北関東ブロック：市民への啓発活動の活性化が

みられた。 

 

東京ブロック：目黒区で CKD に関する区民公開

講座を実施した。講座後の参加者へのアンケー

トの結果、CKDリテラシーの向上に十分な効果が

あったと考えられる。 

 

中国ブロック：アフターコロナ時代の現在におい

て、多様な形での普及啓発の在り方を進めてい

くことが、CKD普及啓発においてより効果的であ

ると考えられた。 

 

九州・沖縄ブロック：我々の CKD 普及啓発活動

により透析導入患者数は減少した。引き続き

CKD 啓発活動を継続していく所存である。 
 

 

G.研究発表 

1.論文発表 

1)Calice-Silva V, Muenz D, Wong MMY, 

McCullough K, Charytan D, Reichel H, 

Robinson B, Stengel B, Massy ZA, Pecoits-

Filho R; CKDopps Investigators. 

International practice patterns of 

dyslipidemia management in patients with 

chronic kidney disease under nephrology 

care: is it time to review guideline 

recommendations? Lipids Health Dis. 2023 

May 25;22(1):67. doi: 10.1186/s12944-023-

01833-z. PMID: 37231413; PMCID: 

PMC10210460. 

2)Murano H, Inoue S, Sato K, Sato M, 

Igarashi A, Fujimoto S, Iseki K, Moriyama 

T, Shibagaki Y, Kasahara M, Narita I, 

Yamagata K, Tsuruya K, Kondo M, Asahi K, 

Watanabe T, Konta T, Watanabe M. The 

effect of lifestyle on the mortality 

associated with respiratory diseases in 

the general population. Sci Rep. 2023 May 

22;13(1):8272. doi: 10.1038/s41598-023-

34929-8. PMID: 37217591; PMCID: 

PMC10202937. 

 

2.学会発表 

なし 

  

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1. 特許取得 
 なし 
2. 実用新案登録 

 なし 
3.その他 

 なし 
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別添４ 

厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

R5年度 分担研究報告書 

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究 

 

診療連携体制構築 

 

研究分担者 柏原直樹 川崎医科大学 特任教授 

中川直樹 旭川医科大学 准教授 

西尾妙織 北海道大学病院 講師 

旭 浩一 岩手医科大学 教授 

山縣邦弘 筑波大学 教授 

南学正臣 東京大学 教授 

福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 

今澤俊之 独立行政法人国立病院機構（千葉東病院臨床研究部）腎センター長 

要 伸也 杏林大学 教授 

成田一衛 新潟大学 教授 

丸山彰一 名古屋大学 教授 

猪阪善隆 大阪大学 教授 

和田 淳 岡山大学 教授 

内田治仁 岡山大学 教授 

寺田典生 高知大学 教授 

向山政志 熊本大学 教授 

桒原孝成 熊本大学 准教授 

深水 圭 久留米大学 教授 

 

研究要旨  

全国：地域の実情に即した CKD 診療連携体制の構築し、行政、保健師による検診結果に基づいた受診

勧奨・保健指導を推進した。 

 

北北海道ブロック：旭川市医師会、旭川薬剤師会と連携し、2023年 9月より CKDシールを導入した。 

 

東北ブロック：ブロック内各県において対面、ウェブ、ハイブリッドなどの形式の講演会，研修会等

によりかかりつけ医、多職種の医療スタッフ、行政スタッフに対して、地域の実情に応じた診療連携

体制の構築を促進するための活動を活発に展開した。 

 

北陸ブロック: 新潟県では CKDシールを配布し、薬剤師、行政、看護師など多職種連携を進める取り

組みが効果を上げた。石川県ではかかりつけ医と専門医が連携して生活習慣病の重症化予防を取り組

むための石川県糖尿病対策推進会議を行政（市町村）、医師会、保険者、が連携する体制が整備され、

受診勧奨、ハイリスク者の保健指導が行われた。これらの取り組みは新潟県、富山県、福井県でも、

各地域の医療状況に合わせた形で推進されており、行政や多職種間での連携が強化されている。 

 

北関東ブロック：各県において、行政、医師会との合同会議を複数回実施して、診療連携体制の構築

が実現されてきた。 

 

東京ブロック：対策の実践と情報共有に必要なマンパワーを得るため、都区部の地区幹事を大幅に増

員した。 

 

南関東ブロック：各県の代表者を中心に、行政、県および市町村医師会とかかりつけ医との連携体制の

維持および新たな構築を継続した。 
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近畿ブロック：腎臓専門医から一般内科の先生方に対して、診療水準向上のための啓発活動を行ってい
るが、近年新しく保険適用となったCKD治療に対する治療薬に関する実態を明らかにし、連携体制構築
の効果、診療水準の向上に対する効果を検証するために、調査を大阪府内科医会の先生方に対してアン
ケート調査を行った。 
 

中国ブロック：病診連携の構築に加えて、行政と医療機関との連携体制の構築を各地で行った。 

 
四国ブロック：四国各県において新型コロナウイルス感染対策の面で計画通りには実施できなかった
が、高知県においては、R5年10月27日に高知県の東部地区を対象とする研修会を行い、R6年3月14日に
CKD啓発講演会を対面+Web開催で行った。 
 

九州・沖縄ブロック：行政と協同して県内および九州・沖縄ブロックを対象とした講演会・研究会を

開催し、特にブロック研究会では各地域から発表を行って情報共有を行うことにより、診療連携体制

の構築・強化に努めた。 

 

定点観測地点： 
旭川市：定点観測では昨年と比し、連携体制に参加している専門医数、かかりつけ医数、紹介・逆紹
介患者数は増加した。 
千葉県：千葉県では、適切な慢性腎臓病（CKD）診療をすべての県民に遍く提供することを目指してい
る。千葉県内でかかりつけ医252名がCKD対策協力医となり、全医師会でCKD対策を行う体制が整った。
また、日本腎臓学会認定の腎臓専門医が在籍する42施設が、当対策への賛同を表明し、かかりつけ医
との適切な連携が可能となった。その結果、千葉県CKD重症化予防対策に取り組む市町村が年ごとに増
加している。また、千葉県薬剤師会は「千葉県薬剤師会公認CKD 協力薬局制度」を開始し、千葉県栄
養士会は、管理栄養士をかかりつけ医に派遣し栄養指導を行う体制を構築した。 
岡山県美作：岡山県の美作エリアのCKDネットワークにおける、病診連携の継続、定着、発展に関する
経年データを収集しており、今年度のデータを収集した。 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域

における診療連携体制構築を介した医療への貢

献（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策

研究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学

会、そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の

日本全国 47都道府県を網羅するネットワーク

と連携し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた

CKD対策の社会実装を推進する。具体的には各

都道府県における CKD対策を経年的にプロセ

ス・アウトカム評価し、改善点を検討して PDCA

サイクルを回し、また CKD診療連携体制の好事

例（定点観測地域など）を積極的に横展開する

ことで、全国レベルでの CKD対策を推進するこ

とを目的とする。これにより CKD重症化を予防

して新規透析導入患者数を減少させ、さらに

CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含む）の

QOLの維持向上を図る。 

特に診療連携体制構築の柱では、  

(1)地域の実情に即したCKD診療連携体制の構築 

ブロック長、各都道府県幹事を中心に、かかり

つけ医と腎臓専門医・連携協力医との連携体制構

築を推進する。その際、定点観測地域（旭川、千

葉、岡山、熊本）を中心に、その他のエリアの取

り組みの優れた点、問題点・改善点を研究班で検

討し、PDCAサイクルを回す。適宜、行政によるCKD

診療連携構築モデル事業の申請および糖尿病性

腎症重症化予防プログラムとの相乗りを目指す。

成果はHP上でデータベースとして年度ごとに公

開する。 

(2)紹介基準・連携パスの普及 

「かかりつけ医から腎臓専門医・腎臓専門医療機

関への紹介基準」や各エリアで使用中の紹介基準、

連携パスの利活用を推進する。 
 

 

Ｂ．研究方法 

全国： 

１）診療連携体制の構築 

各都道府県責任者を中心に、かかりつけ医（医

師会）、腎臓専門医・専門医療機関、行政との連

携体制の構築を推進する。その連携に腎臓病療

養指導士や保健師も参画させる。その際、行政や

都道府県医師会を通した大規模な連携を構築す

るトップダウンのアプローチ、腎臓専門医・専門

施設とその医療圏におけるかかりつけ医（医師

会）との小規模な連携からスタートして横展開

するボトムアップのアプローチなど、地域の実

情に即して体制構築に取り組む。また行政には、

CKD診療連携構築モデル事業への参画を促す。各

エリアの体制構築の進捗状況、腎臓専門医や連
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携協力医、腎臓病療養指導士の所在情報を調査

して公開し、年度ごとに更新する。 

２）紹介基準の普及 

「かかりつけ医から腎臓専門医・腎臓専門医

療機関への紹介基準」もしくはエリアの実情に

即して修正した紹介基準を、診療連携体制構築

の一環として前年度に引き続き普及させる。紹

介率（逆紹介率については定点観測地域）の年次

推移をモニタリングして公開し、年度ごとに更

新する。 

 

北北海道ブロック：旭川市医師会、旭川薬剤師会

と連携し、旭川圏域で CKD シールを導入し運用

する。 

 

東北ブロック：各県において対面、ウェブ、ハイ

ブリッドなどの形式の講演会，研修会などによ

り、かかりつけ医、多職種の医療スタッフ、行政

スタッフに対して、地域の実情に応じた診療連

携体制の構築を促進するための活動を継続する。 

 

北陸ブロック: 各県の医療状況の特性に合わせ

て、行政や医師会、腎臓病療養指導士、薬剤師、

保健師、管理栄養士などの多職種と連携を取り

ながら対策を推進する。またそれらの取り組み

状況を相互に共有し、対策の参考とする。 

 

北関東ブロック：北関東各県において、地区医師

会、行政、かかりつけ医との会議、検討を行い、

連携構築を着実なものとなった。各県とも県庁、

県医師会との会議を通し、診療連携体制の確立

をめざした。 

 

東京ブロック：これまで、東京都の日本腎臓病協

会(JKA)慢性腎臓病対策部会の担当者は代表 7名、

地区幹事 4名の計 11名であった。しかし、人口

が多いことや、都内には 13の医学部があること

などにより、各地で診療連携体制構築を実践す

るためのマンパワーは不足していると考えられ

た。また、既存の連携体制等があったとしても、

自施設の近隣地域以外の情報を得ることや、さ

らなる体制の充実に関わることは困難であった。

そこで増員を図ることとした。 

 

南関東ブロック：各県の代表者を中心に、行政、

県および市町村医師会とかかりつけ医との連携

体制の維持および新たな構築を継続する。 

 

中国ブロック：岡山県では OCKD-NET を皮切りに

KCKD-NET、MCKD-NET、東備 CKD-NEY、井笠エリア

CKD-NET、そして高梁 CKD-NET、新見市 CKD-NETが

設立され、おおよそ県内すべてのエリアに CKD-

NETの設置が完成している。今年度は、全てのエ

リアで CKD-NETの開催を継続する。 

 

九州・沖縄ブロック： 地域における CKD診療連

携体制を構築・強化するため、多職種間を含めた

会議・研究会等による進捗の確認、情報共有を行

う。 

 

定点観測地点：旭川市、千葉県、岡山県美作およ

び熊本市の 4 つの CKD 医療連携ネットワークに

おける CKD 診療連携体制の実際について、調査

を継続する。 

 

（倫理面への配慮） 

特に問題はない 

 

 

C.研究結果 

全国： 

１） 診療連携体制の構築 

日本腎臓病協会 CKD 対策部会と連携し、地域

の実情に即した診療連携体制の構築を推進した。

各地の取り組みは横展開用情報として、CKD対策

支援データベースに収納し、公開した。 

 連携制度の構築とその効果を検証するための

定点観測ポイントでは、連携制度数は変動があ

るものの、連携に参加するかかりつけ医数は増

加もしくは高め安定で推移している。 

 

 
４定点観察ポイント（北海道旭川市、千葉県、岡

山県美作、熊本県熊本市）における連携かかりつ

け医数の推移 
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４定点観察ポイント（北海道旭川市、千葉県、岡

山県美作、熊本県熊本市）における連携管理下の

患者数の推移 

 

２） 紹介基準の普及 

かかりつけ医へのアンケート結果（2019 年）

で、腎臓専門医への紹介が最も多い CKD ステー

ジは G3b だったが、CKD ステージ G4＋G5 の合計

患者数の方が多かった。一方、腎臓専門医がかか

りつけ医と連携して併診すべきと考える CKD ス

テージは、最多が G3b、ついで G3aであった。か

かりつけ医と腎臓専門医間に紹介・連携すべき

と考える CKD 患者ステージに格差があり、より

早期からの紹介・連携開始を推進していく必要

があり、地域の実情に即した連携体制の構築（修

正版紹介基準の作成など）を進めた。2024 年度

にも再度アンケート調査を実施し、進捗状況を

評価する予定である。 

 
かかりつけ医から腎臓専門医へ紹介する CKD ス

テージ（かかりつけ医 601名のアンケート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

かかりつけ医から紹介を受け、腎臓専門医が併

診すべき CKD ステージ（腎臓専門医 727 名アン

ケート） 

 

北北海道ブロック：旭川市医師会、旭川薬剤師会

と協議を進め、2023年 9月より以下の運用で CKD

シールを導入した。 

＊CKDシール貼付の目的    

腎機能低下時における薬の適正使用（副作用、

相互作用を未然に防ぐ）  

＊CKDシール貼付基準：以下の状態が 3か月以

上続いている。 

・ eGFR 60未満 または 血清クレアチニン 男

性 2mg/dL以上 女性 1.5mg/dL以上 

・ 人工透析中の患者も含む 

＊CKDシールを貼付する医療従事者   医師・

薬剤師・看護師 

＊CKDシールの貼付：原則、お薬手帳の表紙に

貼付する。患者の希望を確認し、表紙裏でも可。 

 
【2023年度末の運用実績】申請 48件 

0 20 40 60 80 100

G1…

G2…

G3a…

G3b…

G4…

G5…

Q:どの腎機能レベルから腎臓専門医と併診す

べきと考えますか？ 
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東北ブロック：各県で日本腎臓病協会の共催ま

たは後援のもと次の活動が実施された。 

• 「能代山本 CKD治療の連携を考える会（ウ

ェブ）」（令和 5年 4月 20日、秋田県能代

市） 

• 「石巻 CKD 地域連携セミナー（ハイブリ

ッド）※」（令和 5年 5月 11日、宮城県石

巻市） 

• 「泉区エリア病診連携 WEB セミナー（ハ

イブリッド）」（令和 5年 5月 25日、宮城

県仙台市） 

• 「登米 CKD連携セミナー（対面）」（令和 5

年６月 13日、宮城県登米市） 

• 「Kyowa Kirin Web Seminar〜サイコネフ

ロロジー勉強会 Vol.2〜（ハイブリッド）」

（令和 5年６月 29日、宮城県登米市） 

• 「令和 5年度遠野市医師会学術講演会（対

面）」（令和 5年 7月 5日、岩手県遠野市） 

• 「第５回いわき市糖尿病性腎症重症化予

防プログラム講演会（対面）※」（令和 5

年７月７日、福島県いわき市） 

• 「第４回大館北秋田地区糖尿病重症化予

防を考える会（ウェブ）」（令和 5 年 7 月

13日、秋田県大館市） 

• 「第２回仙台南 CKD 診療連携講演会（ハ

イブリッド）」（令和 5年 7月 13日、宮城

県仙台市） 

• 「伊達 CKD 勉強会（ウェブ）」（令和 5 年

９月 13日、福島県伊達郡） 

• 「第 792 回奥州市医師会学術講演会・令

和 5 年度第７回奥州薬剤師会研修会（対

面）」（令和 5年９月 15日、岩手県奥州市） 

• 「花巻市医師会生涯教育講座（対面）※」

（令和 5年 9月 21日、岩手県花巻市） 

• 「第３回 CKD における病診連携を考える

会（ハイブリッド）」（令和 5年 9月 22日、

岩手県盛岡市） 

• 「鶴岡地区糖尿病性腎症重症化予防セミ

ナー（対面）※」（令和 5年 9月 27日、山

形県鶴岡市） 

• 「酒田地区糖尿病性腎症重症化予防学術

講演会（ハイブリッド）」（令和 5年 10月

4日、山形県酒田市） 

• 「青葉区 CKD 病診連携 Web セミナー（ハ

イブリッド）」（令和 5 年 10 月 12 日、宮

城県仙台市） 

• 「第３回郡山市糖尿病性腎症重症化予防

プログラム講演会（ハイブリッド）※」（令

和 5年 10 月 19日、福島県郡山市） 

• 「第２回岩沼市糖尿病性腎症重症化予防

懇話会(ハイブリッド) ※」（令和 5年 11

月 13日、宮城県岩沼市） 

• 「大崎エリア CKD 連携講演会（ハイブリ

ッド）」（令和 5 年 11 月 20 日、宮城県大

崎市） 

• 「糖尿病性腎症重症化予防対策講演会

（ハイブリッド）」（令和 6 年 2 月 7 日、

秋田県湯沢市） 

• 「第２回能代山本 CKD 治療の連携を考え

る会（ハイブリッド）」（令和 6 年 3 月 13

日、秋田県能代市） 

• 「八戸の腎疾患診療連携を考える会（ハ

イブリッド）」（令和 6年 3月 14日、青森

県八戸市） 

（※は行政からの登壇あり．開催順） 

また、上記以外に東北ブロック全体での取り組

みとして次の活動が実施された。 

• 「 Tohoku Nephrology Research 

Conference for Nephrologist 腎臓専門

医のための東北腎臓研究会（ウェブ）」（令

和 5年 11月 9日、福島県郡山市より配信） 

「Core Symposium 2023 in Tohoku（対面）」（令

和 5年 11 月 15日、宮城県仙台市） 

 

北関東ブロック：新型コロナ感染症後の令和５

年度においても、積極的な会合開催による連携

構築の努力がなされた。個々の地区単位での連

携成果の報告がある。 

 

東京ブロック：地区幹事を４名から 30 名に増員

し、代表と地区幹事の合計は 11 名から 36 名

（2024年 4月 22日現在の内諾者）となった。ま

た、関連病院を含めると、全 13大学からの参画

が得られることとなった。 

 

南関東ブロック：埼玉県では糖尿病性腎症重症化

予防プログラムへの CKD 対策の相乗りし、県庁

および県医師会と共同して慢性腎臓病進展抑制

協議会・CKD対策事業検討会の発足準備を行った。

それに先駆けて、同プログラムの６年目の効果

判定を行った。同プログラムでは、特定健診・レ

セプトデータから糖尿病重症化リスクの高い患
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者を抽出し、未受診者・受診中断者への受診勧奨

（面談・電話）、通院者への保健指導を継続した

結果、受診勧奨および保健指導を応諾した群は

応諾しなかった群に比較して、有意に蛋白尿区

分が改善した。また保健指導を応諾した群は応

諾しなかった群に比較し、３年後の CKD 重症度

分類マトリックスの分布に有意差が認められた。 

 
 

県内４つの大学関連施設（埼玉医科大学病院、埼

玉医科大学総合医療センター、自治医科大学お

おみや医療センター、獨協医科大学埼玉医療セ

ンター）を中心に、市町村医師会・かかりつけ医

との間で CKD診療連携体制を構築した。 

 
 

神奈川県では、神奈川県 CKD 対策連絡協議会

を年１回開催し、専門医、関係団体と行政の間で

意見交換を行っている。また神奈川県 CKD 診療

連携構築協議会を年２回開催し、かかりつけ医

から腎臓専門医への連携体制に関する課題抽出

や全体方針・役割分担などを協議した。連携体制

の推進のため、県内専門医リストを公開し、また

CKD診察依頼書や CKD連絡票を運用している。 

 

東海ブロック：各県における医学部附属病院（愛

知県４大学、三重県、静岡県、岐阜県それぞれ１

大学）を中心として、関連病院へ腎臓内科専門医

の派遣を広く行なっている。新たに専門科の開

設に行った市中病院もあるが、増えゆく慢性腎

臓病患者の診療には一般医家の協力は不可欠で

あるため、各県、地域の医師会単位で慢性腎臓病

診療の普及活動に努め、専門病院との併診が可

能となるよう、体制の構築を促している。 

 

中国ブロック：R5年度には、県内７つの CKD-NET

で、医師会、行政、薬剤師、薬剤師、管理栄養士

や栄養委員会などと協力した CKD 診療連携体制

を発展させるべく、各ネットワークで活動を展

開できた。 

 
 
四国ブロック：四国各県において新型コロナウイ
ルス感染対策の面で計画通りには実施できなか
ったが、高知県においては、R5年10月27日に高知
県の東部地区を対象とする研修会を行い、R6年3
月14日にCKD啓発講演会を対面+Web開催で行った。 
 

九州・沖縄ブロック：日本腎臓学会学術集会で腎

臓病療養指導士との連携に関する講演を行った。

また、行政と協同して県内および九州・沖縄ブロ

ックを対象とした講演会・研究会を開催し、特に

ブロック研究会（2024 年 3 月開催）では各地域

から 10の演題発表を行って多職種、行政を含め

た 230 名以上が参加、情報共有および議論を行

った。 

 

定点観測地点： 

旭川市：  

 
 

旭川市医師会、旭川薬剤師会と連携し、2023年

9月より CKDシールを導入した。 

 

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
診療連携体制の実際

連携体制に参加している腎臓専門医数 10 11 11 11 12
連携体制に参加している専門医療施設数 3 3 3 4 4
連携体制に参加したかかりつけ医数 90 82 65 70 84
連携体制に参加している他職種
（保健師、腎臓病療養指導士）

2 3 3 5 8

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ） 270 210 110 140 165
紹介基準に沿った紹介患者数
（黄色枠での紹介数、eGFR>45での紹介数）

74% 77% 75% 51% 15%

腎代替療法の導入依頼患者数 32 20 12 14 18
逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ） 20 18 8 11 25
病診連携（二人主治医制）でフォロー中の
患者総数（連携患者数）

30 30 10 11 15
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【2023年度末の運用実績】申請 48件 

 
 

＜定点観測指標＞＊（←昨年）の数値 

連携体制に参加している腎臓専門医数：12（←11） 

連携体制に参加している専門医療施設数：4（←

4） 

連携体制に参加したかかりつけ医数：84（←70） 

連携体制に参加している他職種（保健師、腎臓病

療養指導士）：8（←5） 

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ）：165

（←140） 

紹介基準に沿った紹介患者数（黄色枠での紹介

数、eGFR>45での紹介数）：75%（←51%） 

腎代替療法の導入依頼患者数：18（←14） 

逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ）25

（←11） 

病診連携（二人主治医制）でフォロー中の患者総

数（連携患者数）：15（←11） 

昨年と比し、連携体制に参加している専門医

数、かかりつけ医数、紹介・逆紹介患者数は増加

した。 

 

千葉県： 

 
① 千葉県 CKD 対策協力医通信の作成・発刊

を行い、令和 6 年 1 月に千葉県内の 252 名の千

葉県 CKD 対策協力医に配布するとともに、千葉

県庁 HP でも公開した。通信は、千葉県内の CKD

対策の現況、対策協力医に行ったアンケート調

査結果とその意結果を踏まえての今後の予定、

CKD診療に利用できる各種ツールの紹介、改定さ

れた CKD 診療ガイドラインについての説明、栄

養ケアステーションの紹介を含んでいる。 

 
 

② 行動変容のためのヘルスコミュニケーシ

ョン学の専門家と協同し、住人向け受診勧奨か

ら受診行動への行動変容を促すリーフレットを

千葉県庁健康づくり支援課とともに作成した。

約 5 万枚の印刷を予定しており、今後健診施設

を中心に県庁から配布予定である。来年度はさ

らに健診施設への配布とともに医療機関への配

布も行い、未診断の CKD症例の撲滅を目指し、地

域住人への周知を図っていく。③千葉県 CKD 重

症化予防対策に取り組む市町村が、千葉県 54市

町村中、令和 3年 20、令和 4年 22、令和 5年 

32市町村と増加した。④全国健康保険協会 千葉

支部に千葉県ＣＫＤ重症化予防対策部会（県庁

健康づくり支援課が設置。今澤が部会長）の委員

に新規に加わってき、令和 5 年度には、1500 名

超の方に対して、CKDの疑いがあるため受診勧奨

が行われた。⑤千葉県内の腎臓専門医のリスト

化（QRコード作成）と共通紹介状作成を行った。

紹介状は千葉県庁ＨＰに掲載するとともに、令

和 5 年 5 月号の千葉県医師会報で全千葉県医師

会員に配布された。 

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
診療連携体制の実際

連携体制に参加している腎臓専門医数 0 140* 86 97 97
連携体制に参加している専門医療施設数 0 93* 46 46 47
連携体制に参加したかかりつけ医数 0 176 209 235 252
連携体制に参加している他職種
（保健師、腎臓病療養指導士）

57 70 73 74 83

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ） 0 0 219 387 426
紹介基準に沿った紹介患者数
（黄色枠での紹介数、eGFR>45での紹介数）

40.40% 43.80% 40.80% 42.30% 41.50%

腎代替療法の導入依頼患者数 178 261 257 223 285
逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ） 0 0 203 195 194
病診連携（二人主治医制）でフォロー中の
患者総数（連携患者数）

189 243 229 328 710
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⑥千葉県薬剤師会で「千葉県薬剤師会公認 CKD 

協力薬局制度」が発足し、腎機能悪化症例での適

正な薬物投与の推進を図る土台形成を行った。

また、かかりつけ医に通院する CKD 患者を対象

とし、千葉県栄養士会・栄養ケアステーションか

ら派遣される管理栄養士による生活食事指導も

令和 5年度に開始した。 

 
以上から得られた、定点観測データを取り纏め

報告した。 

 

岡山県美作：美作 CKD-NETは、岡山県北部の山間

部に位置するエリアの医療連携ネットワークで

あり、以下調査結果を記す。 

 
 

熊本市：連携体制構築の推移を示す。 

 
また以下の取り組みを行った。 
・コロナの5類以降に合わせて4年ぶりに対面で
のCKD病診連携登録医向けCKD対策病診連携説明
会を実施、単位更新 
・生活習慣病重症化予防研修会との協働により
実施 
・Google formによるアンケート調査実施と調査

結果を踏まえた行政との審議会開催 

 

D.考察 

全国：全都道府県において内容や程度の差はある

ものの、連携体制構築の取り組みがなされており、

研究班と日本腎臓病協会の成果が出てきていると

考えられる。今後は好事例をプログラム化し、横展

開のために公開を目指していく。 

 

北北海道ブロック： CKD患者では、健常者より

医薬品による有害事象をきたしやすく、禁忌や

投与量の調節などに注意が必要であり、医療者

がお薬手帳に貼ってある CKD シールを目にする

ことにより、それらへの注意喚起が可能となる。

CKDシールを導入し半年ではあるが、多くの薬局

で使用が開始され、CKDという言葉や概念の啓発

につながり、患者の意識が向上することも期待

される。 

 

南北海道ブロック：北海道では CKD 啓蒙活動の

結果、透析導入患者が減少してきており、順調に

成果を伸ばしている。今後は、より地方と専門医

の集中している都市部の医療連携体制を構築す

るとともに、どの地域でも同じ様な医療を受け

られるようにかかりつけ医への勉強会を行って

いく。 

 

東北ブロック：本年度の講演会や研修会企画の

傾向としては、CKD対策と糖尿病性腎症重症化予

防プログラムの連携、病診連携から地域多職種

連携への展開、講演会企画の定例化などがみら

れた。また地域の行政職が登壇する企画が増え、

エリアの設定も二次医療圏単位、郡市医師会単

位、区単位（仙台）ときめ細かくなってきており、

従前にも増して地域の実情を踏まえ、行政と協

働した診療連携体制の構築を指向するものとな

2020年 2021年 2022年 2023年
診療連携体制の実際

連携体制に参加している腎臓専門医数 4 4 4 4
連携体制に参加している専門医療施設数 11 11 11 11
連携体制に参加したかかりつけ医数 65 89 90 90
連携体制に参加している他職種
（保健師、腎臓病療養指導士）

あり 113 あり あり

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ） 16 17 47 48
紹介基準に沿った紹介患者数
（黄色枠での紹介数、eGFR>45での紹介数）

31% 59% 57% 67%

腎代替療法の導入依頼患者数 0 2 4 7
逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ） 0 0 32 37
病診連携（二人主治医制）でフォロー中の
患者総数（連携患者数）

78 72 93 146

2021年 2022年 2023年
診療連携体制の実際

連携体制に参加している腎臓専門医数 17 18 20
連携体制に参加している専門医療施設数 13 14 15
連携体制に参加したかかりつけ医数 323 282 259
連携体制に参加している他職種
（保健師、腎臓病療養指導士）

70 53 89

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ） （R3.4～6月分56（R3.4 88（R3.4
紹介基準に沿った紹介患者数
（黄色枠での紹介数、eGFR>45での紹介数）

12 130 146

腎代替療法の導入依頼患者数 NA 31 107
逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ） NA 104 91
病診連携（二人主治医制）でフォロー中の患者総数
（連携患者数）

8 78 88
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っていると考えられる。 

 

北関東ブロック：地区の特徴を生かした連携の

工夫が見られており、数年後の重症化予防の実

績が上がるとが期待される。 

 

東京ブロック：診療連携体制構築等の CKD 対策

を以前から実践している、モチベーションの高

い方々を新地区幹事として増員した。地区幹事

就任の依頼に対しては、全員から速やかに承諾

が得られた。2024 年度から活動を開始する予定

であるが、マンパワーの増加により、新たな対策

の推進に加え、既存の対策を見える化すること

も期待される。また、人数が多いことによるデメ

リットが生じないように注意しつつ、緊密な連

携による好事例の横展開や困難事例へのアドバ

イスの共有等を推進したいと考えている。 

 

南関東ブロック：千葉県での課題としては、受診

行動変容用リーフレットを活用し、より多くの

国保健診機関に配布するとともに、協会けんぽ、

そして未だ協力が得られていない産業医でのリ

ーフレットの使用を促進し、受診行動（千葉県で

は CKD 対策協力医へ誘導→適切な診断ができる

体制が確立済み）へ繋げる。 

神奈川県は CKD 診療連携モデル事業地域に選

定されており、各市町村との調整を CKD対策連携

協議会と CKD 診療連携構築協議会と連携を取り

ながら進めていく。 

 

中国ブロック：CKD対策においては、医師とメデ

ィカルスタッフの協働が大変重要である。同じ

岡山県内において、そもそも腎臓専門医の有無

を含めた医療資源やそもそもの人口の違いがあ

り、それぞれのエリア独自のやり方で CKD 医療

連携が展開されている。これが岡山県の CKD-NET

の特徴である。医師会の中に CKD 患者の入院診

療可能な施設がある場合とない場合で、CKD-NET

の発展に差がある可能性を感じた。今後はやは

り医療資源の乏しいエリアで。いかに多職種に

よる CKD 医療連携の継続、できれば発展につな

げていくのか、各エリアでのニーズに応じた丁

寧な対策が必要である。 

 

九州・沖縄ブロック：各地域での CKD対策推進に

より、CKD 診療連携体制の構築が進んでいるが、

やや地域における不均一性がみられ、腎臓病療

養指導士の増加を含めたさらなる対策が望まれ

る。 

 

定点観測地点： 

千葉県：千葉県におけるCKD対策の強みとして

は、①千葉県CKD重症化予防対策部会が千葉県庁

に会議体と設置され、会議委員は、行政、保険者

団体、看護団体、千葉県薬剤師会、千葉県栄養士

会等の多職種で構成されており、取組みを県全体

で行う体制ができ、千葉県600万人超の住人を対

象にCKD対策を進めることができる。 

②県全体の対策効果指標を、県内の各市町村、

CKD対策協力医、日本腎臓学会認定腎臓専門医、

千葉県薬剤師会、千葉県栄養士会等から毎年集計

し、データ検証が可能である。 

③250名超のかかりつけ医がCKD対策協力医とな

り、全郡市医師会でCKD診療体制が整った。 

④千葉県内で42の日本腎臓学会認定腎臓専門医が

在籍する施設が、当対策への賛同を表明してお

り、かかりつけ医との適切な連携が可能となって

いる。 

⑤千葉県CKD重症化予防対策に取り組む市町村が

年ごとに増加（県内54市町村中、令和3年 20、令

和4年 22、令和5年 32市町村）と増加している。 

⑥千葉県薬剤師会、千葉県栄養士会が当対策の取

組みを積極的に実施中である。 

次年度以降の解決すべき課題としては、 

①千葉県内すべての医師会にCKD対策協力医は要

請され、千葉県内の全ての住人が“ほぼ”近隣医

療機関でCKD重症化予防対策医療を受けれるよう

になったが。市町村別では千葉県54市町村中、15

市町村では不在となっており、来年度以降、CKD

対策協力医不在市町村0を目指す。 

②千葉県CKD重症化予防対策に取り組む市町村を

千葉県54市町全てを目指す。 

③ 千葉県CKD対策協力医通信の作成・発刊、

さらには講習会を行い、CKD対策協力医における

CKD診療の質を維持する。 

④「千葉県薬剤師会公認CKD 協力薬局」からの疑

義紹介、「千葉県栄養士会・栄養ケアステーショ

ン」管理栄養士による生活食事指導の増加を目指

す。 

 

岡山県美作：岡山県美作エリアの CKD-NET ワー

クの特徴は、腎臓専門医が少ないこと、連携体制

に参加したかかりつけ医が 6医師会合計 90名で

あること、腎生検を行える施設がないこと、人口

が大きくなく比較的高齢化が進んでいる地域で

あること、などである。 

そういう特徴のエリアで 2019年から始まった

定点観測である。昨年度と比較して、紹介、逆紹

介数は今年度も昨年度と同程度の水準であった。

一方で、病診連携を行っている患者数が、前年度

の 93名から大幅に増えた。美作エリアにおける

医療連携ネットワークの中で、CKD診療連携の有
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用性が医師に理解され、徐々に浸透してきたこ

とを表している。さらなる発展が期待される。 

 

 

E.結論 

全国：各都道府県で順調に連携体制構築の取り組

みがなされており、今後は好事例の横展開用の情

報共有が重要である。 

 

北北海道ブロック：地域の実情に合わせて、CKD

シール等で薬剤師との連携を促進することは重

要である。CKD重症化予防のためには、長期的な

視点での取り組みが必要である。 

 

東北ブロック：各県で診療連携体制構築のため

の講演会，研修会企画が活発に展開された。 

 

北陸ブロック:それぞれの CKD対策の取り組みは

各県単位で、地域の医療状況に合わせた形で推

進された。またそれらの情報を共有することに

より、改善が進むため、今後の効果が期待される。 

 

北関東ブロック：積極的な連携構築のための会

議、打ち合わせが行われ、成果が期待できる。 

 

東京ブロック：対策の実践と情報共有に必要なマ

ンパワーを得るため、都区部の地区幹事を大幅

に増員した。 

 

中国ブロック：岡山県内で、ほぼ全域をカバーす

る形で各エリアに構築された CKD 診療連携体制

を継続できた。そして、これらの CKD-NETを多職

種連携へと徐々に発展させることが期待される。 

 

九州・沖縄ブロック：地域における診療連携体

制充実のため、さらに多職種連携の強化を進め

ていく必要がある。 

 

定点観測地点： 

千葉県：千葉県全域におけるＣＫＤ診療の普及

を目指している。そのためには、様々な職域の関

与が必要であるが、令和 5 年度には前述のごと

く前年度よりもさらに多くの多職種の積極的な

関与が得られ、結果として集積されたデータか

らも千葉県におけるＣＫＤ診療の普及は促進さ

れた。 

 

岡山県美作：美作 CKD-NETの定点観測を行っ

た。アフタ―コロナ時代に入り、CKD診療連携

がしっかりできており、今後のさらなる発展が

期待される。 
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